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１．学校施設の長寿命化計画の背景・目的等 

 

１-１ 背景 

平成 25 年 11 月に策定された『インフラ長寿命化基本計画』を踏まえ、本市では平成２８年２月に

『匝瑳市公共施設等総合管理計画』を策定し、公共施設等の機能を維持すると共に、効率的・効果的な

維持管理経費を確保することを目標としてきた。 

 

『インフラ長寿命化基本計画』の中で、各地方公共団体は平成 32 年頃までに個別施設ごとの長寿命

化計画（個別施設計画）を策定するよう要請されており、文部科学省による『学校施設の長寿命化計画

策定に係る手引』（平成 27 年 4 月）では、学校施設の長寿命化計画を策定する際の基本的な考え方や

方向性が打ち出された。これに続き、平成 29 年 3 月には『学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書』

が公表され、より具体的な説明や盛り込むべき事項などが示されている。 

 

このような状況を踏まえ、本市においては、『匝瑳市公共施設等総合管理計画』の個別計画と位置づ

け、より具体的な長寿命化を行っていく方向である。なお、本市ではこれまで、新耐震基準による改築

化や耐震改修等の取り組みによる学校施設の耐震性の確保に努めており、今後は、学校施設の実態を見

極めながら、適切な維持保全を図り、既存施設をより長く効果的に使うことが求められる。 

 

本計画で示す内容は、様々な計画との整合を図る必要がある。関連する主な計画を以下に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

インフラ長寿命化基本計画 

（平成 25 年 11 月） 

匝瑳市公共施設等総合管理計画 

（平成 28 年 2 月） 

学校施設の長寿命化計画策定に係る手引 

（平成 27 年 4 月） 

匝瑳市学校施設 

長寿命化計画 

（本計画） 

道路、公営住宅、 

供給処理施設、 

文化施設   等 

学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書 

（平成 29 年 3 月） 

図表１-１．関連計画と本計画の位置づけ 
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１-２ 目的 

本市の所有する学校施設 44 棟のうち 16 棟は築後 30 年が経過しており、このうち 5 棟につ

いては今後 10 年以内に築 50 年を迎える。今後も従来の建替え中心の施設整備を継続した場合、

学校施設は次々と建替え時期を迎えることとなり、多額の費用負担が短期間に集中することが予想さ

れる。これを踏まえ、本計画では今後の施設整備に長寿命化という考え方を取り入れ、施設の機能を

維持しながらこれまで以上に長く使い続けることで、財政負担の軽減と平準化を図ることを目的とす

る。 

 

 

１-３ 計画期間 

整備計画の基準年は、本計画の上位計画に該当する『匝瑳市公共施設等総合管理計画』を踏まえ、

2018 年度から 2058 年度までの 40 年間とする。長寿命化の推進による財政的な効果においても、

長期的な視点が必要となることから、効果を試算するために実施するコストシミュレーションの期間

として今後 40 年間を見通すものとする。 

なお、本計画は本市の財政状況や、社会情勢・教育環境の変化等に対応が必要となった場合は、計

画期間に関わらず適宜見直しを行うものとする。 
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１-４ 対象施設 

１）対象施設 

本計画の対象施設は、公立の小学校 10 校 、中学校 ３ 校、幼稚園 2 園とする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

学校種別 施設名 郵便番号 住 所 

小学校 

（10 校） 

平和小学校 289-2113 匝瑳市平木 1819 番地 

椿海小学校 289-2102 匝瑳市椿 973 番地 

八日市場小学校 289-2144 匝瑳市八日市場イ 2311 番地 

豊栄小学校 289-2147 匝瑳市飯倉 1847 番地 

須賀小学校 289-2132 匝瑳市高 1956 番地 

共興小学校 289-2121 匝瑳市東小笹 1160 番地 

吉田小学校 289-2169 匝瑳市吉田 4020 番地 

豊和小学校 289-2108 匝瑳市大寺 1492 番地 

栄小学校 289-3184 匝瑳市栢田 823 番地 

野田小学校 289-3181 匝瑳市野手 13034 番地 

中学校 

（３校） 

八日市場第一中学校 289-2114 匝瑳市上谷中 2270 番地 5 

八日市場第二中学校 289-2144 匝瑳市八日市場イ 1687 番地 

野栄中学校 289-3182 匝瑳市今泉 5323 番地 3 

幼稚園 

（２園） 

八日市場幼稚園 289-2144 匝瑳市八日市場イ 2394 番地 

のさか幼稚園 289-3182 匝瑳市今泉 6527 番地 

図表１-２．対象施設一覧表 

出典：学校教育課 
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西暦 和暦

校舎 010 RC 3 1,338 1978 年 S53 40 年

校舎 012 RC 3 1,738 1983 年 S58 35 年

屋内運動場 013 RC 2 872 2000 年 H12 18 年

校舎 007 RC 2 1,051 1973 年 S48 45 年

校舎 009-1 RC 1 159 1977 年 S52 41 年

校舎 009-2 RC 2 314 1988 年 S63 30 年

校舎 013 RC 3 1,654 1993 年 H5 25 年

屋内運動場 017 RC 2 816 2014 年 H26 4 年

校舎 017-1・2 RC 4 3,165 1979 年 S54 39 年

校舎 025 RC 3 1,519 2004 年 H16 14 年

屋内運動場 026 RC 2 1,162 2011 年 H23 7 年

校舎 017 RC 3 920 1989 年 H元 29 年

校舎 020 RC 3 1,290 1994 年 H6 24 年

校舎 023 RC 2 1,067 2013 年 H25 5 年

屋内運動場 021 RC 2 764 2010 年 H22 8 年

校舎 014 RC 3 1,977 1980 年 S55 38 年

校舎 018 RC 2 617 2005 年 H17 13 年

屋内運動場 020 RC 2 788 2012 年 H24 6 年

校舎 014 RC 3 849 1982 年 S57 36 年

校舎 015 RC 2 326 1982 年 S57 36 年

校舎 020 RC 3 1,371 2006 年 H18 12 年

屋内運動場 021 RC 2 1,188 2015 年 H27 3 年

校舎 013 RC 3 1,861 1981 年 S56 37 年

屋内運動場 016 RC 2 726 2017 年 H29 1 年

校舎 001 RC 2 1,109 1971 年 S46 47 年

校舎 011 RC 2 614 1989 年 H元 29 年

屋内運動場 013 RC 2 828 2000 年 H12 18 年

校舎 011 RC 3 3,164 1979 年 S54 39 年

屋内運動場 021 RC 2 1,229 2016 年 H28 2 年

校舎 013-1 RC 3 3,126 1977 年 S52 41 年

校舎 013-2 RC 3 569 1992 年 H4 26 年

屋内運動場 022 RC 2 862 2016 年 H28 2 年

校舎 001 RC 3 528 1987 年 S62 31 年

校舎 008-1・2・3 RC 4 4,759 1992 年 H4 26 年

屋内運動場 007-1・2 RC 2 1,927 1990 年 H2 28 年

校舎 012 RC 4 3,983 1985 年 S60 33 年

校舎 018-1・2 RC 4 1,674 1998 年 H10 20 年

屋内運動場 020 RC 2 2,286 2014 年 H26 4 年

屋内運動場（格技） 016 RC 2 1,333 1991 年 H3 27 年

校舎 017 RC 2 461 1992 年 H4 26 年

校舎 023 RC 4 4,712 2013 年 H25 5 年

屋内運動場 018 RC 1 2,391 2002 年 H14 16 年

八日市場幼稚園 園舎 006 RC 1 512 1996 年 H8 22 年

のさか幼稚園 園舎 001 RC 1 852 1988 年 S63 30 年

八日市場
第一中学校

八日市場
第二中学校

野栄中学校

須賀小学校

共興小学校

吉田小学校

豊和小学校

栄小学校

野田小学校

平和小学校

椿海小学校

八日市場小学校

豊栄小学校

築年数施設名 建物名 棟番号 構造 階数
延床
面積

（㎡）

建築年

２）対象建物 

図表 1-2 の対象施設のうち、部室棟や物置小屋等の小規模の付属建物を除き、建築年や構造等が同

じ棟をまとめて 1 棟として整理すると、長寿命化改修や建替えの対象となる棟は以下となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表１-３．棟別基本情報 

出典：学校教育課（平成 30 年） 
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２．学校施設の目指すべき姿 

 

学校施設は、児童・生徒・園児が日々の学習や生活において日常の多くの時間を過ごす場所であり、

安全、安心で快適な教育環境の整備が求められる。また、学校施設は地域の住民にとって生涯学習やス

ポーツの場として親しまれるとともに、災害が発生した際には避難所としての役割を果たすなど、防災

面での機能も期待されている。学校施設の整備を進めていくにあたり、このような視点のほか、環境負

荷の低減やバリアフリー、ユニバーサルデザインといったこれからの時代に求められる様々な機能を取

り入れていく必要がある。 

 

文部科学省が策定している指針・方策等を下図に、また、参考とすべき具体例として、報告書「学校

施設整備基本構想の在り方について」（平成 25 年 3 月）からの抜粋を次項に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●学校施設整備指針関係 

 ・幼稚園施設整備指針（平成 28 年 3 月） 

 ・小学校施設整備指針（平成 28 年 3 月） 

・中学校施設整備指針（平成 28 年 3 月） 

 

●バリアフリー関係 

・学校施設バリアフリー化推進指針（平成 16 年 3 月） 

 

●防災関係 

・公立学校施設整備に関する防災対策事業活用事例集（平成 25 年 8 月） 

 

●エコスクール関係 

・エコスクール－環境を考慮した学校施設の整備推進－（平成 29 年６月） 

 

●非構造部材関係 

・学校施設の非構造部材の耐震化ガイドブック（平成 27 年 3 月） 

 

●その他の関係する指針・方策等 

・報告書「学校施設整備基本構想の在り方について」（平成 25 年 3 月） 

図表２-１．文部科学省策定の指針・方策等 
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図表２-２．学校施設の目指すべき姿の例 

出典：文部科学省「学校施設整備基本構想の在り方について」（平成 25 年 3 月） 
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児

童

数

学
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児
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数
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児
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学
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児

童
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学
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数

児

童

数

学

級

数

児

童

数

学

級

数

児

童

数

学

級

数

平和小学校 27 1 40 2 28 1 39 1 41 2 32 1 207 8 - 3 207 11

椿海小学校 39 2 35 1 46 2 35 1 36 1 40 2 231 9 - 3 231 12

八日市場小学校 52 2 58 2 69 2 54 2 68 2 57 2 358 12 - 5 358 17

豊栄小学校 27 1 29 1 28 1 30 1 20 1 23 1 157 6 - 3 157 9

須賀小学校 23 1 20 1 24 1 26 1 26 1 28 1 147 6 - 2 147 8

共興小学校 17 1 19 1 16 1 18 1 14 1 20 1 104 6 - 3 104 9

吉田小学校 10 1 7 1 6 1 15 1 4 1 13 1 55 6 - 1 55 7

豊和小学校 8 1 13 1 15 1 9 1 9 1 16 1 70 6 - 1 70 7

栄小学校 15 1 23 1 21 1 21 1 31 1 24 1 135 6 - 4 135 10

野田小学校 34 1 30 1 40 2 47 2 35 1 28 1 214 8 - 4 214 12

計 252 12 274 12 293 13 294 12 284 12 281 12 1,678 73 - 29 1,678 102

生

徒

数

学

級

数

生

徒

数

学

級

数

生

徒

数

学

級

数

- - - - - -

生

徒

数

学

級

数

生

徒

数

学

級

数

生

徒

数

学

級

数

八日市場第一中学校 92 3 84 3 107 3 - - - - - - 283 9 - 2 283 11

八日市場第二中学校 122 4 151 4 144 4 - - - - - - 417 12 - 2 417 14

野栄中学校 69 2 58 2 72 2 - - - - - - 199 6 - 3 199 9

計 283 9 293 9 323 9 - - - - - - 899 27 - 7 899 34

園

児

数

学

級

数

園

児

数

学

級

数

園

児

数

学

級

数

- - - - - - - - - -

園

児

数

学

級

数

八日市場幼稚園 12 1 13 1 16 1 - - - - - - - - - - 41 3

のさか幼稚園 14 1 12 1 15 1 - - - - - - - - - - 41 3

計 26 2 25 2 31 2 - - - - - - - - - - 82 6

１年 ２年 ３年

３歳児 ４歳児 ５歳児 合　計- -

計

特別支援

-

- - -

-

小　学　校

幼　稚　園

中　学　校

６年１年 ２年 ３年 ４年 ５年 合　計

合　計特別支援

計

-

３．学校施設の実態 

 

３-１ 学校施設の運営状況・活用状況等の実態 

１）現在の児童数・生徒数・園児数 及び 学級数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３-１．現在の児童数・生徒数・園児数 及び 学級数 

出典：学校教育課（平成 29 年 5 月 1 日） 
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２）児童数・生徒数・園児数 及び 学級数 の変化 

＜ これまでの推移 ＞ 

５ 年ごとの児童数・生徒数・園児数の推移を 図表３-2 に示す。昭和 60 年以降、学校施設の在籍

人数は減少しており、これに伴い学級数においても減少傾向にあることがわかる。今後更に在籍人数が

減少していくことで、単学級の学年が徐々に増加し、余裕教室が増加していくことが予想される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３-2．園児・児童・生徒数の推移 

出典：学校教育課（平成 29 年 5 月 1 日） 

 

図表３-３．学級数の推移 

出典：学校教育課（平成 29 年 5 月 1 日） 
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＜ 将来推計 ＞ 

本市の年少人口（0-14 歳）においても、これまでと同様の傾向変動が継続すれば、2040 年には

2,121 人まで減少することが見込まれる。2015（平成 27）年度の年少人口 4,318 人（実績値）を

100％と仮定したとき、2020 年には 20％減、2040 年には 49％まで減少すると推計されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

このような見込みに対し、匝瑳市としては、平成 28 年 3 月「匝瑳市まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定し、人口流出の縮小や出生率向上に向けた一連の対策を講じることで、本市人口の将来展望

を 2060 年（平成 72 年）で約 2 万 2 千人以上となることを目指している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３-４．年少人口（0-14 歳）の将来推計 

出典：2015（平成 27）年度は匝瑳市住民基本台帳人口による実績値 

2020 年以降は国立社会保障・人口問題研究所『日本の地域別将来推計人口』による推計 
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３）学校施設の配置状況 

学校施設の配置状況を図 3-5 に示す。地域区分は中学校区単位で設定する。 

 

＜ 一中学区 ＞ 

八日市場第一中学校、豊和小学校、椿海小学校、平和小学校、共興小学校 

 

＜ 二中学区 ＞ 

八日市場第二中学校、吉田小学校、豊栄小学校、八日市場小学校、須賀小学校、八日市場幼稚園 

 

＜ 野栄中学区 ＞ 

野栄中学校、栄小学校、野田小学校、のさか幼稚園 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-5．学校施設の配置状況 
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４）学校施設の保有量 

＜ 建物用途別 ＞ 

本市が保有する学校施設の棟数は 44 棟で、延床面積は約 6.4 万㎡である。このうち、小学校校舎

は 22 棟、約 3 万㎡であり、およそ半数を占める割合となる。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜ 学区別 ＞ 

中学校区単位でみると、最も多く延床面積を保有してる学区は二中学区で、約 2.6 万㎡（ 17 棟）

である。これに次いで一中学区が約 2.1 万㎡（18 棟）、野栄中学区が約 1.7 万㎡（ 9 棟）の順と

なっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-6．用途別保有状況 

図表 3-７．学区別保有状況 
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＜ 築年別 ＞ 

建築年ごとの整備状況を下図に示す。小学校校舎は 1971（昭和 46 ）年～ 1983（昭和 58 ）

年の間に多く整備され、これらの建物は築後 30 ～ 45 年が経過し老朽化が特に進んでいる。また、

築後 20 年以上の建物が全体のおよそ 60 %を占めており、今後は建替えや改修等の整備を要する建

物が更に増加することで、膨大なコストが掛かることが予想される。このため、本市においては全ての

建物について長寿命化による対応を検討する必要があると考えられる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-８．築年別整備状況 

文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月）に基づき作成 
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５）施設関連経費の推移 

 平成 24 ～ 28 年度の 5 年間の学校施設の施設関連経費は、年平均で約 10 億円、そのうち耐震

化事業を除く平均は約 9.6 億円である。施設関連経費の大部分を占める改築事業は平成 25 年度以降

減少傾向にあるが、施設関連経費全体でみても年度により大きく変動している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-9．施設関連経費の推移 

年度により大きく変動 
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６）今後の維持・更新コスト（従来型）  

築 43 年で建替えを行う従来方式を継続した場合、建物の維持・更新コストは今後 40 年間で総額

およそ 321 億円が必要となる。年平均では 8.0 億円となり、直近 ５ 年間の施設関連経費（ 10 憶

円/年）に収まる。しかし、今後 20 年間では建替えのピーク期を迎え、これまでと同等の維持・更新

コストが必要となるため、対応策を検討する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）従来型コストシミュレーションの試算条件 

● 試算の期間：2018（平成 30 ）年度～ 2057 年度の 40 年間 

● 改築までの周期：43 年（これまでの実績を基に設定） 

大規模改修までの周期：20 年（改築までの期間内に１度実施） 

※ 既に設定年度を超えている建物は、今後 10 年以内に費用を計上する。 

● 改築単価：330,000 円/㎡ （財団法人 自治総合センター「地方公共団体の財政分析等に関する調 

査研究報告書」（平成 23 年）より設定） 

 

図表 3-10．今後の維持・更新コスト（従来型） 

文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月）に基づき作成 
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３-２ 学校施設の老朽化状況の実態 

建築物は構造躯体の健全性が確保されることで長い期間使用することができるが、建設当時の施工状

況やその後の使用状況、立地環境によって使用できる年数が異なる。そのため、老朽化状況は「構造躯

体の健全性」と「構造躯体以外の劣化状況等」の２つに分けて実態調査を行い、現状と課題を整理する。 

なお、工事実施段階においては、コンクリートのコア抜き調査等により躯体の詳細な評価を適宜行い、

建物ごとに長寿命化改修の可否を判断する必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表３-11．実態把握フロー 

１）構造躯体の 

健全性 

２）構造躯体以外の

劣化状況等 

建築基準法、Ｉｓ値による性能評価 

コア抜き（中性化・強度）調査等による 

詳細な性能評価 ※工事実施段階 
学校施設の 

老朽化状況の 

実態把握 

学校施設使用者への事前ヒアリング 

屋上・外壁・内外装・設備等の現地調査 
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１）構造躯体の健全性 

過去に実施した耐震診断や耐震補強時の報告書等を基に、耐震基準の新旧及びＩｓ値から躯体の耐震

性能を把握する。 

 

 

●新耐震基準 

昭和 56 年の建築基準法（施行令）の改正により、現行の新耐震基準が施行され、新耐震基準の建物

は震度 6 強程度の地震でも建物が倒壊しない耐震性能となっており、昭和 56 年 6 月 1 日以降に建築

確認を受けた建物に対して新耐震基準が適用される。 

 

 

●Ｉｓ値 

Is 値（構造耐震指標）とは耐震診断により建物の耐震性能を示す指標で、Is 値 0.6 以上で耐震性能を

満たすとされているが、文部科学省では学校施設の耐震強度を Is 値 0.7 以上確保することとしている。 

 

 

【一般的な Is 値の目安】（平成 18 年 1 月 25 日 国土交通省告示第百八十四号による） 

 

  Is＜0.3 地震に対して倒壊または崩壊する危険性が高い。 

  0.3≦Is＜0.6 地震に対して倒壊または崩壊する危険性がある。 

  0.6≦Is 地震に対して倒壊または崩壊する危険性が低い。 

 

※ 文部科学省では、義務教育施設については、地震時の児童の安全性、被災直後の避難場所として 

の機能性を考慮し Is 値 0.7 以上としている。 

 

出典：文部科学省 
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西暦 和暦 基準 診断 補強 Ｉｓ値
耐震性
の確保

校舎 010 RC 3 1,338 1978 年 S53 40 年 旧 済 - 0.73 済

校舎 012 RC 3 1,738 1983 年 S58 35 年 新 - - - 済

屋内運動場 013 RC 2 872 2000 年 H12 18 年 新 - - - 済

校舎 007 RC 2 1,051 1973 年 S48 45 年 旧 済 済 0.74 済

校舎 009-1 RC 1 159 1977 年 S52 41 年 旧 済 - - 済

校舎 009-2 RC 2 314 1988 年 S63 30 年 新 - - - 済

校舎 013 RC 3 1,654 1993 年 H5 25 年 新 - - - 済

屋内運動場 017 RC 2 816 2014 年 H26 4 年 新 - - - 済

校舎 017-1・2 RC 4 3,165 1979 年 S54 39 年 旧 済 済 0.75 済

校舎 025 RC 3 1,519 2004 年 H16 14 年 新 - - - 済

屋内運動場 026 RC 2 1,162 2011 年 H23 7 年 新 - - - 済

校舎 017 RC 3 920 1989 年 H元 29 年 新 - - - 済

校舎 020 RC 3 1,290 1994 年 H6 24 年 新 - - - 済

校舎 023 RC 2 1,067 2013 年 H25 5 年 新 - - - 済

屋内運動場 021 RC 2 764 2010 年 H22 8 年 新 - - - 済

校舎 014 RC 3 1,977 1980 年 S55 38 年 旧 済 済 0.74 済

校舎 018 RC 2 617 2005 年 H17 13 年 新 - - - 済

屋内運動場 020 RC 2 788 2012 年 H24 6 年 新 - - - 済

校舎 014 RC 3 849 1982 年 S57 36 年 新 - - - 済

校舎 015 RC 2 326 1982 年 S57 36 年 新 - - - 済

校舎 020 RC 3 1,371 2006 年 H18 12 年 新 - - - 済

屋内運動場 021 RC 2 1,188 2015 年 H27 3 年 新 - - - 済

校舎 013 RC 3 1,861 1981 年 S56 37 年 旧 済 済 0.82 済

屋内運動場 016 RC 2 726 2017 年 H29 1 年 新 - - - 済

校舎 001 RC 2 1,109 1971 年 S46 47 年 旧 済 済 0.73 済

校舎 011 RC 2 614 1989 年 H元 29 年 新 - - - 済

屋内運動場 013 RC 2 828 2000 年 H12 18 年 新 - - - 済

校舎 011 RC 3 3,164 1979 年 S54 39 年 旧 済 済 0.76 済

屋内運動場 021 RC 2 1,229 2016 年 H28 2 年 新 - - - 済

校舎 013-1 RC 3 3,126 1977 年 S52 41 年 旧 済 済 0.79 済

校舎 013-2 RC 3 569 1992 年 H4 26 年 新 - - - 済

屋内運動場 022 RC 2 862 2016 年 H28 2 年 新 - - - 済

校舎 001 RC 3 528 1987 年 S62 31 年 新 - - - 済

校舎 008-1・2・3 RC 4 4,759 1992 年 H4 26 年 新 - - - 済

屋内運動場 007-1・2 RC 2 1,927 1990 年 H2 28 年 新 - - - 済

校舎 012 RC 4 3,983 1985 年 S60 33 年 新 - - - 済

校舎 018-1・2 RC 4 1,674 1998 年 H10 20 年 新 - - - 済

屋内運動場 020 RC 2 2,286 2014 年 H26 4 年 新 - - - 済

屋内運動場（格技） 016 RC 2 1,333 1991 年 H3 27 年 新 - - - 済

校舎 017 RC 2 461 1992 年 H4 26 年 新 - - - 済

校舎 023 RC 4 4,712 2013 年 H25 5 年 新 - - - 済

屋内運動場 018 RC 1 2,391 2002 年 H14 16 年 新 - - - 済

八日市場幼稚園 園舎 006 RC 1 512 1996 年 H8 22 年 新 - - - 済

のさか幼稚園 園舎 001 RC 1 852 1988 年 S63 30 年 新 - - - 済

八日市場
第一中学校

八日市場
第二中学校

野栄中学校

耐震安全性

須賀小学校

共興小学校

吉田小学校

豊和小学校

栄小学校

野田小学校

建築年

築年数

平和小学校

椿海小学校

八日市場小学校

豊栄小学校

延床
面積

（㎡）
施設名 建物名 棟番号 構造 階数

 

＜ 調査結果 ＞ 

保有する 44 棟の建物は全て鉄筋コンクリート造であり、このうち新耐震基準で建てられたものは 

35 棟、1981（昭和 56）年以前に建てられた旧耐震基準の建物は 9 棟である。旧耐震基準の建物

について、本市ではこれまでに耐震診断及び耐震化工事を実施し、文部科学省が定めている学校施設の

目標 Is 値 0.7 以上を満たしていることを確認したため、躯体の耐震性は確保されている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図表 3-12．保有建物の耐震性 

学校教育課「匝瑳市公立小中学校の耐震診断結果及び耐震補強・改築等取組み状況（Ｈ29 年４月１日）」 を基に作成 
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外部仕上（屋上・外壁） ●

内部仕上（床・内壁・天井） ●

建具（外部・内部） ● ●

各種鉄部 ●

防災機能（防火扉・非常用電源など） ●

非構造部材の耐震対策 ●

健康被害防止対策 -

バリアフリー対策 ●

空調設備 -

照明設備・コンセント ● ●

トイレ・給排水配管 ● ●

エレベータ ●

ＩＣＴ ● -

放送設備 ● -

高断熱・高気密機能 -

太陽光発電システム ●

LED照明 ●

学校プール ● ●

グラウンド ● （適宜）

共用設備 （適宜）

躯体以外の劣化状況等
確認項目

その他

安全性
・

耐用性

機能性
・

快適性

環境性
・

省エネ性

現地におけ
る調査項目

ヒアリング
による要望

２）構造躯体以外の劣化状況等 

構造躯体以外の劣化状況等の把握には、現状の不具合や各学校施設使用者の要望を把握できるよう、

目視による現地調査及びヒアリング調査を行う。また、過去の設計図書や建築基準法第 12 条に基づく

定期点検（12 条点検）等既存の報告書も参考とすることで、評価・分析をより明確に行う。 

 

＜ 評価項目 ＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

実態を整理し、劣化状況や緊急性を評価 

設置年や耐用年数に応じて実施計画に付加 

図表 3-13．躯体以外の劣化状況等の評価項目 
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＜ 評価方法 ＞ 

● 劣化度（A～D 評価） 

屋根・屋上、外壁、内部仕上げ、電気設備、機械設備の ５ 項目に分類し実施する。現況における損

傷の有無に加え、損傷の程度や緊急性についても把握する必要があるため、屋根・屋上、外壁は目視状

況により、内部仕上げ、電気設備、機械設備は各部位における改修・対策履歴（概ね半分以上の床面積

を対象とする）からの経過年数を基本とし、下表の基準で A～D の４段階評価を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 健全度（点数算定） 

 健全度とは、５つの部位における劣化度（A～D 評価）を建物単位で数値化した評価指標である。下

表の ①部位の評価点、②部位のコスト配分 から、健全度を 100 点満点で算定する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 3-15．健全度の算定基準 

出典：文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月） 

図表 3-14．劣化度の評価基準 

出典：文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月） 
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＜ 調査結果の概要 ＞ 

 学校施設全体に関して以下のような傾向が見られた。各建物における部位ごとの評価結果の詳細は、

次頁に一覧表で示す。 

 

● 安全性・耐用性 

・ 築後年数の浅い建物においても、屋上や庇のルーフドレン部に土砂・雑草の堆積がみられ、

排水不良を起こしている建物があった。 

・ 築 40 年以上の建物では、外壁の亀裂が多くみられるが、今後の躯体補修により長寿命化が

可能であり、除却を検討しなければならない建築物はないと考える。 

・ 築 40 年以上の建物では、天井や内壁、窓周りで雨漏り箇所が複数みられた。漏水は躯体の

耐久性低下に係るため、早急な対策が必要である。 

・ 築後年数が経過している建物では、外壁に塗装の浮きや剥がれが多くみられた。 

・ 築後年数が経過している建物では、床材（ビニルシート等）や天井材（石膏ボード等）の剥

離が多くみられ、内部改修時に落下防止対策や収納等の転倒防止対策を図る必要がある。 

・ 体育館の非構造部材は耐震化対策済である。 

・ 築後年数が経過している校舎では、シャッターや防火扉などの点検・対策が必要である。 

・ 44 棟全てにおいて、アスベストは対策済である。 

● 機能性・快適性 

・ 築後年数が経過している校舎では、スロープや手摺などのバリアフリー対策が行われていな

い箇所がみられ、今後対策を検討する必要がある。築後年数の浅い体育館では、バリアフリ

ー対策済の建物が多い。 

・ 築 40 年以上の建物では、設備配管の腐食が進んでおり、天井に漏水がみられる箇所もある

ため、早急な対策が必要である。 

● 環境性・省エネ性 

・ LED 照明、太陽光発電システムなどの設備は未設置の建物が多い。 

● その他 

・ 学校プールは ８ 校あり、全体的に劣化が進行しているため、実施計画に付加する必要があ

る。 

・ 外構においても、劣化事象や学校施設使用者からの要望が複数ある。 
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西暦 和暦 劣化度
緊急
箇所

劣化度
緊急
箇所

劣化度
緊急
箇所

劣化度
緊急
箇所

劣化度
緊急
箇所

校舎 010 1978 年 S53 40 年 C 有 C 有 D - B - B 有 38 点

校舎 012 1983 年 S58 35 年 C 有 C 有 D - B - B - 38 点

屋内運動場 013 2000 年 H12 18 年 C 有 B - A - A - A - 88 点

校舎 007 1973 年 S48 45 年 D 有 D 有 D 有 C - D 有 14 点

校舎 009-1 1977 年 S52 41 年 C 有 C 有 C - C - C - 40 点

校舎 009-2 1988 年 S63 30 年 B - C - D 有 B - B - 41 点

校舎 013 1993 年 H5 25 年 C - C - B 有 B - B - 62 点

屋内運動場 017 2014 年 H26 4 年 A - C 有 A - A - A - 83 点

校舎 017-1・2 1979 年 S54 39 年 C 有 C 有 D 有 D - D 有 21 点

校舎 025 2004 年 H16 14 年 B 有 B - A - A - A - 91 点

屋内運動場 026 2011 年 H23 7 年 B 有 B - A - A - A - 91 点

校舎 017 1989 年 H元 29 年 B - B - B - B - D 有 67 点

校舎 020 1994 年 H6 24 年 C - C 有 B - B - B - 62 点

校舎 023 2013 年 H25 5 年 A - C 有 A - A - A - 83 点

屋内運動場 021 2010 年 H22 8 年 C 有 A - A - A - A - 95 点

校舎 014 1980 年 S55 38 年 C 有 D 有 D - B - D 有 21 点

校舎 018 2005 年 H17 13 年 B - B - A - A - A - 91 点

屋内運動場 020 2012 年 H24 6 年 B 有 B - A - A - A - 91 点

校舎 014 1982 年 S57 36 年 C 有 D 有 D - B - B - 29 点

校舎 015 1982 年 S57 36 年 C 有 D 有 D - B - D 有 21 点

校舎 020 2006 年 H18 12 年 B - C 有 A - A - A - 81 点

屋内運動場 021 2015 年 H27 3 年 A - A - A - A - A - 100 点

校舎 013 1981 年 S56 37 年 C 有 D 有 D - D - B - 21 点

屋内運動場 016 2017 年 H29 1 年 B - A - A - A - A - 98 点

校舎 001 1971 年 S46 47 年 D 有 D 有 C - C - C - 29 点

校舎 011 1989 年 H元 29 年 B 有 C 有 B - B - B - 65 点

屋内運動場 013 2000 年 H12 18 年 C 有 C - A - A - A - 78 点

校舎 011 1979 年 S54 39 年 D 有 D 有 D - D 有 D 有 10 点

屋内運動場 021 2016 年 H28 2 年 A - B - A - A - A - 93 点

校舎 013-1 1977 年 S52 41 年 B 有 D 有 D - D 有 D 有 16 点

校舎 013-2 1992 年 H4 26 年 B - D 有 B - D 有 D 有 40 点

屋内運動場 022 2016 年 H28 2 年 A - A - A - A - A - 100 点

校舎 001 1987 年 S62 31 年 C 有 C 有 D - B 有 D 有 30 点

校舎 008-1・2・3 1992 年 H4 26 年 B - D 有 B - D 有 D 有 40 点

屋内運動場 007-1・2 1990 年 H2 28 年 C 有 C - D - A - B - 41 点

校舎 012 1985 年 S60 33 年 B 有 C 有 D - D 有 D 有 24 点

校舎 018-1・2 1998 年 H10 20 年 C 有 D 有 B - B - B - 53 点

屋内運動場 020 2014 年 H26 4 年 B 有 B - A - A - A - 91 点

屋内運動場（格技） 016 1991 年 H3 27 年 C 有 C 有 B - A - B - 65 点

校舎 017 1992 年 H4 26 年 A - B - B - B - B - 77 点

校舎 023 2013 年 H25 5 年 C 有 C 有 A - A - D 有 67 点

屋内運動場 018 2002 年 H14 16 年 B - D 有 D 有 A - A - 39 点

八日市場幼稚園 園舎 006 1996 年 H8 22 年 A - B - B - B - B - 77 点

のさか幼稚園 園舎 001 1988 年 S63 30 年 A - C 有 B - B - B - 67 点

八日市場
第一中学校

八日市場
第二中学校

野栄中学校

須賀小学校

共興小学校

吉田小学校

豊和小学校

栄小学校

野田小学校

豊栄小学校

築年数

屋根・屋上 外壁 内部仕上

平和小学校

椿海小学校

八日市場小学校

棟別基本情報 劣化状況評価

施設名 建物名 棟番号

建築年 機械設備
健全度 /
100 点

電気設備

 

＜ 評価結果 ＞ 

 全体的に緊急対応が必要な部位が多く、また、躯体の健全性対して影響の大きい屋根・屋上、外壁で

はＣ・Ｄ評価が目立つ。部位の劣化度がＣ・Ｄ評価のみの建物は、早期に全面的な改修が必要である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 3-16．評価一覧表 

文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月）に基づき作成 

 



22 

 

３-３ 今後の維持・更新コストの把握（長寿命化型） 

評価結果を踏まえ、今後の維持・更新コストを試算する。建替え中心の従来型から定期的な改修を行

う長寿命化型に切り替えた場合、今後 40 年間で必要となる維持・更新コストはおよそ 287 億円（年

平均 7 億円） となり、今後 20 年間でおよそ ２ 億円/年の縮減が期待できる。しかし、年度によっ

ては過去の施設関連費 10 憶円/年を上回るため、長寿命化の実施に必要な財政確保が課題である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

備考）長寿命化型コストシミュレーションの試算条件 

● 試算の期間：2018（平成 30 ）年度～ 2057 年度の 40 年間 

● 改築・改修までの周期：4-2 2）目標使用年数、改修周期の設定 参照 

※ 既に設定年度を超えている建物は、今後 5 年以内に費用を計上する。 

● 劣化状況調査でＤ・Ｃ評価があるものは今後 10 年以内に部位修繕を行うものとする。 

ただし、改築・長寿命化改修・大規模改修を今後 10 年以内に実施する場合を除く。 

● 改築単価：以下に設定 
 

改 築 大規模改修 長寿命化改修 

単 価 330,000 円/㎡  170,000 円/㎡  198,000 円/㎡  

（ 改築単価の 60％ ） 

参 考 財団法人 自治総合センター「地方公共団体の財政分

析等に関する調査研究報告書」（平成 23 年） 

文部科学省「学校施設の長寿命化計画

策定に係る手引」（平成 27 年） 

図表 3-17．今後の維持・更新コスト（長寿命化型） 

文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月）に基づき作成 
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４．学校施設整備の基本的な方針等 

 

４-１ 学校施設の規模・配置計画等の方針 

本市がこれまでに実施した学校施設の統廃合は以下の通りであり、今後においても、少子化の進展に

より児童・生徒・園児数の減少が懸念されることから、必要な教育環境や保有規模を状況に応じて見直

すことが課題となる。また、学校施設が地域の核となることも視野に入れながら、それぞれの地域特性

や実情を踏まえた適正な配置計画を行う必要がある。 

 

2008 年（平成 20 年）：匝瑳市立八日市場小学校米倉分校 廃校 

2010 年（平成 22 年）：匝瑳市立飯高小学校 を 匝瑳市立八日市場小学校 へ統合 

2016 年（平成 28 年）：匝瑳市立匝瑳小学校 を 匝瑳市立八日市場小学校 へ統合 

 

 

 適正な規模計画 

学校施設では、様々な個性・考え方の子どもが集い、その中で様々な価値観に触れ、社会性を育み、

多様な人間関係を築き、成長することが期待される。このことから、より多くの関わりあいがもてるよ

う、学級編成替えが可能な規模が適正であると考える。 

 

 適正な配置計画 

適正配置については、通学の安全、地理的条件、各地域の歴史や伝統等を考慮する必要があり、地域

的な関係性を視野に入れた配置計画とする。また、児童・生徒数の変化が地域によって異なるため、上

記の適正規模を基本としつつ、地域の実情に応じた適正配置が求められる。 
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４-２ 改修等の基本的な方針 

学校施設の実態を踏まえ、「学校施設の目指すべき姿」の実現に向けた基本的な方針（長寿命化の方

針、目標使用年数、改修周期）を設定する。 

 

１）長寿命化の方針 

機能性・安全性を優先的に確保 

建物の劣化状況から、今後整備が必要とされる部位・部材が多くあることがわかった。既に施設の機

能性や安全性の低下がみられる部位もあり、これらについては優先的に部位修繕や早期の改修による改

善が必要である。改修時期については、築年数や劣化状況を基本に設定する。 

なお、部位・部材ごとに行う改修工事では長期化を招き、在校生への影響が大きくなることから、当

面の間は棟ごとに区分けして大規模改修を実施していく。 

 

「事後保全」から「予防保全」への転換 

建物の長寿命化において、老朽が深刻化した後に修繕や更新を行う「事後保全」の方法では、長期間

における機能の維持や建物の使用が困難になる可能性があり、突発的な不具合に伴う多額な費用の発生

も懸念される。そのため今後は、劣化や損傷が軽微である早期段階から補修やメンテナンスを施す「予

防保全」の考え方に転換し、突発的な不具合を未然に防止していくことで、建物の長寿命化を行う。 

 

教育環境の改善 

学校施設は児童・生徒・園児が生活の多くの時間を過ごす場であることから、社会変化による施設要

求に対応するための整備も、施設を長期間使用するために必要となる。大規模改修工事や長寿命化改修

工事を実施する際には、省エネ化や暑さ対策等、社会的な要求にも配慮した改修計画とする。 

 

点検・改修履歴の整理、蓄積 

点検・改修履歴をデータベース化することや、学校施設利用者へのヒアリング、各学校施設担当者の

意見を反映した改修内容を整理、蓄積していくことで、より適切な改修工事を実施する。 
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２）目標使用年数、改修周期の設定 

長寿命化における建物の目標使用年数は、日本建築学会「建築物の耐久計画に関する考え方」に基づ

き 80 年と設定する。また、80 年の供用期間の中で、築 20 年に原状回復のための改修、目標使用

年数の中間期である築 40 年に長寿命化改修、築 60 年で再度原状回復のための改修を行う設定とし、

定期的に必要な改修を実施することで建物の延命化を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標使用年数 大規模改修の周期 長寿命化改修の周期 

80 年 築 20 年／ 60 年 築 40 年 

図表 4-1．改築中心から長寿命化への転換イメージ 

出典：文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月） 
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５．基本的な方針等を踏まえた施設整備の水準等 

 

５-１ 改修等の整備水準 

改修等の基本的な方針を踏まえ、本計画の長寿命化計画に必要な整備水準を検討する。 

 

１）基本的な改修事項 

● 構造躯体の長寿命化 

躯体については、躯体の耐用年数までの使用を想定した改修計画を行う。具体的には、長寿命化改修

時にコンクリートの亀裂補修、中性化対策工事を行ない、必要に応じてコンクリートのコア抜き調査等

を実施する。 

 

● 屋根・外壁等の外装材 

 屋根・外壁等の外装材は、破断・欠損等すると漏水を引き起こし、構造躯体の耐久性に大きな影響を

与える。そのため、耐用年数に応じて外装材の補修や更新を行い、漏水を未然に防ぐ必要がある。 

具体的に、破損部の部分補修、雨樋の詰まりには堆積物の清掃等、定期的な点検の上で予防保全を計

画的に実施していくことで、外装材の耐用年数まで最大限に使用することが可能となる。 

 

● 内部仕上げ 

内部仕上は建物の長寿命化には直接影響しないが、社会的要求を満たす機能や性能を検討する必要が

ある。具体的には、内装仕上材や家具など老朽部分の補修・復旧のほか、非構造部材の耐震対策、トイ

レの洋式化、手摺・スロープ・点字ブロック等の設置、高断熱・高気密な製品の導入等が挙げられる。 

 

● 設備機器 

設備機器については、老朽化に対する補修や交換に加え、大規模改修や長寿命化改修のタイミングで

必要に応じて空調機の設置や電気容量の増設、エレベーター設置の検討を行う。設備機器はメンテナン

ス性に配慮した配置とし、更には LED 照明等の高効率機器、太陽光発電システムの導入を検討し、イ

ニシャルコスト・ランニングコストを踏まて改修項目を選定する。 
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２）その他の配慮事項 

● 法令適合 

建設時からの年数が経過している建物では、建築基準法の避難規定等の既存不適格部分があるため、

改修時には防火戸・防火シャッター・防火区画等の法令適合を行う。 

 

● 気候・風土に適した改修 

沿岸地域の塩害により老朽化が進行している建物があるため、改修時には、気候や風土に適した仕様

の選択を検討する必要がある（本市における沿岸部の学校施設：共興小学校、栄小学校、野田小学校、

野栄中学校、のさか幼稚園）。 

 

 

３）プールの整備方針 

学校プールは ８ 校あり、全てにおいて劣化が進行しているため、早期改修計画を実施する。 

具体的な改修内容としては、以下項目等が挙げられる。 

 

・既存付属棟の内外装改修や建替え 

・シャワーユニット設置 

・洗眼ユニット設置 

・循環ろ過装置の入替え 

・プールサイド下地新設・防滑性塩ビシート貼 

・プール層ＦＲＰリニューアル 

・外周に目隠しフェンスの設置             等 

 

ただし、プールは利用期間が短い中、ランニングコストとして多額の費用負担が生じていることから、

保有施設全体の劣化状況を考慮した上、複数校で共用のプールを使用するなど、プール施設自体の在り

方を見直す必要がある。 

 

 

４）給食センターの維持管理 

本市では、平成 26 年より匝瑳市学校給食センターの供用を開始しており、今後は空調設備・衛生

設備等の保守点検・清掃等に加え、建物の予防保全計画を行い、機能・衛生環境の維持に努める。 

 

 

 

 

 

 

 



28 

 

５-２ 維持管理の項目・手法等 

今後も学校施設としての機能を維持していくためには、定期的に改修工事を行うだけでなく、施設の

日常的な点検や、一定期間ごとの法定点検を行い、その都度清掃や情報管理を実施する必要がある。以

下に維持管理・手法の例を示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

維持管理の手法 維持管理の内容 頻度 主な実施者 

日常点検 設備機器の異常有無等の確認 毎日 施設使用者 

自主点検 破損・腐食等の劣化状況等の点検 1 週、1 カ月、1 年等 

一定の周期 

施設使用者、施設設置者 

法定点検 法的に定められた箇所等の点検 専門業者 

臨時点検 上記以外に行う臨時的な点検 随時 施設使用者、施設設置者、

専門業者 

清  掃 建物延命化のための汚れの除去等 点検に合わせて実施 施設使用者、専門業者 

情報管理 履歴作成、状況把握等 改修・修繕後 施設設置者 

図表 5-1．維持管理・手法の例 
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６．長寿命化の実施計画 

 

６-１ 改修等の優先順位付けと実施計画 

１）実施時期の考え方 

建物ごとの整備実施年度は 5 年単位で設定する。なお、整備実施の優先順位付けは次の点を考慮

し決定する。 

 

・本計画における劣化状況調査結果 

・築年数 

・過去の改修履歴 

・長寿命化改修および大規模改修は基本的に棟単位で行う。 

・緊急性の高い部位、劣化状況調査でＤ・Ｃ評価があるものは、今後優先的に部位修繕を行う。 

ただし、改築・長寿命化改修・大規模改修を前後 10 年以内に実施する場合を除く。 

 

 上記を踏まえた整備スケジュールを次項に示す。 
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２）整備スケジュール 

～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

校舎 010

校舎 012

屋内運動場 013

校舎 007

校舎 009-1

校舎 009-2

校舎 013

屋内運動場 017

校舎 017-1・2

校舎 025

屋内運動場 026

校舎 017

校舎 020

校舎 023

屋内運動場 021

校舎 014

校舎 018

屋内運動場 020

校舎 014

校舎 015

校舎 020

屋内運動場 021

校舎 013

屋内運動場 016

校舎 001

校舎 011

屋内運動場 013

校舎 011

屋内運動場 021

校舎 013-1

校舎 013-2

屋内運動場 022

校舎 001

校舎 008-1・2・3

屋内運動場 007-1・2

校舎 012

校舎 018-1・2

屋内運動場 020

屋内運動場（格技） 016

校舎 017

校舎 023

屋内運動場 018

八日市場幼稚園 園舎 006

のさか幼稚園 園舎 001

大規模改造

部位修繕

大規模改造

第４期

2018 2022 2023 2027

部位修繕

大規模改造

改築

棟別基本情報 整備スケジュール

施設名 建物名 棟番号

第２期 第３期

2052 2053 20572028 2032 2033 2037 2038 2042

第１期

改築

平和小学校

長寿命化改修 大規模改造

2043 2047 2048

長寿命化改修

大規模改造

大規模改造

長寿命化改修

長寿命化改修部位修繕

長寿命化改修

長寿命化改修

長寿命化改修 大規模改造

大規模改造

大規模改造

長寿命化改修

八日市場小学校

長寿命化改修 大規模改造

椿海小学校

長寿命化改修

長寿命化改修

大規模改造

豊栄小学校

長寿命化改修 大規模改造

大規模改造

部位修繕

部位修繕

部位修繕

部位修繕 長寿命化改修

須賀小学校

長寿命化改修 大規模改造

長寿命化改修

大規模改造 長寿命化改修

大規模改造

大規模改造

大規模改造

長寿命化改修

長寿命化改修

長寿命化改修

大規模改造 長寿命化改修

大規模改造

長寿命化改修

大規模改造

豊和小学校

大規模改造 改築

部位修繕

長寿命化改修

大規模改造

長寿命化改修

長寿命化改修

野田小学校

栄小学校

部位修繕

長寿命化改修

大規模改造

大規模改造

長寿命化改修

長寿命化改修

改築大規模改造

大規模改造

八日市場
第一中学校

大規模改造

大規模改造 長寿命化改修

長寿命化改修

部位修繕

大規模改造

長寿命化改修

大規模改造

大規模改造

長寿命化改修

野栄中学校

長寿命化改修

八日市場
第二中学校

長寿命化改修

大規模改造 長寿命化改修

大規模改造

大規模改造

長寿命化改修

大規模改造

長寿命化改修 大規模改造

長寿命化改修

長寿命化改修

部位修繕

部位修繕 大規模改造

部位修繕 長寿命化改修

長寿命化改修

長寿命化改修

大規模改造

大規模改造
吉田小学校

長寿命化改修 大規模改造

大規模改造

共興小学校

長寿命化改修

大規模改造

部位修繕 長寿命化改修 大規模改造

長寿命化改修

 

 

 

 

図表 6-1．整備スケジュール 

※ 文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書」（平成 29 年 3 月）に基づき作成 
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３）計画期間ごとの整備内容 

実施計画の期間は 10 年ごとに区切ることで、各段階で整備内容やコストの見直しが行えるもの

とする。以下に 10 年ごとの整備内容をまとめる。 

 

第 １ 期 （2018～2027 年） 

・ 劣化状況調査のＤ・Ｃ評価の  部位修繕  を実施する。更に、「図表 3-15．評価一覧

表」にて緊急的な対応を要する部位についても清掃や補修等、優先的な原状復旧を行う。 

・ 築 40 年を迎えた建物については今後 10 年間を目安に  長寿命化改修  を実施す

る。しかし、現時点で既に築 40 年を迎えている建物については、老朽化が深刻化して

いる建物から優先して整備する。 

・ 築 20 年を迎える建物については今後 10 年間を目安に  大規模改造  を実施する。 

 

第 ２ 期 （2028～2037 年） ・ 第 ３ 期 （2038～2047 年） 

・ 第 ２ 期、第 ３ 期の 20 年間で築 40 年程度を迎える建物の  長寿命化改修  、築 

20 年 / 60 年を迎える建物の  大規模改造  を中心に実施する（現在は築年数の浅

い屋内運動場についても、この時期に築 20 年を迎えるため実施する）。 

・ 整備実施前にはその時点での緊急箇所の有無を点検やヒアリングの実施により現況把握

し直すことが重要である。 

 

第 ４ 期 （2048～2057 年） 

・ 築 80 年を迎える建物の  改築  、体育館の  長寿命化改修  、築 60 年を迎える

建物の  大規模改造  を中心とした整備が要される。 

・ この時期においては、整備に対する要求や長寿命化実施の妥当性を再度見直す必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

前 

期 

中 

期 

後 
期 
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６-２ 長寿命化のコストの見通し、長寿命化の効果～維持・更新の課題と今後の方針～ 

１）実施計画を踏まえたコストの見通し 

今後 40 年間のコスト計画を次頁以降に示す。 

１年単位でみた場合、過去の施設関連費 10 憶円/年を上回る年度があるが、整備に掛かるコストを 

５ 年単位で調整しコスト平準化を図ることで、今後の維持・更新コストを年間 10 億円/年以内に抑

えることが可能となる。 

更に、コスト計画における今後の課題については ２）に、長寿命化へのコスト投資によって得られ

る効果については ３）に記載する。 
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２）コスト計画における今後の課題 

今後は少子化の影響や財政状況を踏まえた上、中長期的な視点を持って整備方法を見直し、コスト削

減に努めていくことが今後の課題である。 

 

① 整備方法の見直し 

本計画では対象建物全てを長寿命化した場合の試算を行っているが、実施段階においては躯体の詳細

調査、経済性、教育機能などの観点から総合的に整備方法を見直す必要がある。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 整備内容の見直し 

改修等の工事に掛かる費用は、設計段階で整備内容を見直すことにより、性能を極端に落とさない形

で費用削減に努めることが可能であり、方法として以下のような例が挙げられる。 

 

・ 屋根材は補修と塗装により改善できる場合は葺替えない 

・ 設備配管、配線、照明器具等の再利用化 

・ 天井は補修と塗装のみとする 

・ 既存利用できる家具やロッカー等は補修等により運用する 

・ 調整程度で改善可能な建具は取替えない 

・ 工期分散により仮設校舎を使用しない 

・ 使用材料の変更                        等 

 

図表 6-2．整備方法の見直し 

出典：文部科学省『学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書』（平成 29 年 3 月） 
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③ 国庫補助金制度の活用 

安全で快適な学校施設を維持していくためには、継続的な整備費用が必要となり、財政支出面で大き

な負担となる。そのため、実施段階においては国庫補助金制度を最大限に活用し、財政支出の縮減を図

る。以下、本計画に関連する国庫補助事業について文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る解

説書」（平成29年3月）より抜粋する。 

 

 

＜ 長寿命化改良事業の概要 ＞ 

従来、改築（建て替え）していた老朽施設の再生を図るため、構造体の長寿命化やライフラインの

更新などにより建物の耐久性を高めるとともに、省エネ化や多様な学習内容、学習形態による活動が

可能となる環境の提供など現代の社会的要請に応じた改修を支援 

 

【対象校】 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校 

【対象建物】校舎、屋内運動場、寄宿舎 

【算定割合】１／３ 

【補助要件】構造体の劣化対策を要する建築後４０年以上経過した建物 

下限額：7,000 万円（小規模校 1,000 万円、幼稚園 400 万円） 

 

 

＜ 大規模改造（老朽）事業の概要 ＞ 

経年により発生する学校建物の損耗、機能低下に対する復旧措置や、教育環境の改善を 図り、学校

教育の円滑な実施に資するとともに、建物の耐久性の確保を図る改修を支援 

 

【対象校】 幼稚園、小学校、中学校、義務教育学校、中等教育学校（前期課程）、特別支援学校 

【対象建物】校舎、屋内運動場、寄宿舎 

【算定割合】１／３（財政力指数が 1.0 を超える設置者にあっては ２／７） 

【補助要件】建築後２０年以上の建物の外部及び内部の両方を同時に全面的※に改造する工事 

※建物全体の延べ床面積の約７０％以上 

上限額：2 億円（過去急増市町村にあっては３億円） 

下限額：7,000 万円（小規模校 1,000 万円、幼稚園 400 万円） 
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＜ 平成 29 年度予算に係る地方財政措置等について ＞ 
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図表 6-3．平成 29 年度予算に係る地方財政措置等について 

出典：文部科学省『学校施設の長寿命化計画策定に係る解説書』（平成 29 年 3 月） 
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３）長寿命化による効果 

 以上を適切に実施し学校施設の長寿命化を推進ていくことにより、下図のような効果が期待できる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図表 6-4．長寿命化による効果 

○ 建物を長期間有効に使うことができる。 

○ 今後 40 年間で維持・更新コストの総額を大幅に縮減できる。 

○ 建替えに比べ工事費の縮減や工期の短縮ができる。 

 

○ 建替えに比べて廃棄物を減少できる。 

○ 計画的な改修により突発的な不具合による修繕を軽減できる。 

 

資産の有効活用 

財政面への貢献 

環境への貢献 

整備の効率化・明確化 

○ 各整備段階で実情に応じた施設のあり方を検討できる。 

○ 計画的な改修により整備の実施時期を明確化できる。 
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７．長寿命化計画の継続的運用方針 

 

７-１ 情報基盤の整備と活用 

施設の基礎情報やこれまでの整備内容、法定・自主点検の結果等は、保守記録によるデータベース化

を行うことで、今後の修繕・改修計画で有効的に活用することができる。 

本計画にあたり作成した調査記録を下図に示す（別添バックデータより抜粋）。今後においても、必

要な情報を定期的に更新し、一元管理していくことが重要である。 

 

【 施設カルテ（統括シート） 】 

 

 

 

 

【 劣化状況分析・評価（詳細シート） 】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
図表 7-1．保守記録によるデータベース化の例 

学校施設の 

基礎情報を記載 

建物ごとの情報や 

評価を記載 

部位ごとの評価を記載 

各部の仕様や劣化状況などを 

整理し現況を見える化 
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７-２ 推進体制等の整備 

本計画を継続的に運用していくためには、改修方針や計画スケジュール等、統一的な考え方を持った

上で推進する必要があり、関係局、施設使用者との連携により、要求事項を的確に把握し計画に反映し

ていく。また、学校施設の実態把握やコストの算出、蓄積したデータベースの活用に際しては一定の技

術的知見が必要となるため、専門業者や設計実務者等と協力し組織体制の充実を図る。 

 

 

 

７-３ フォローアップ 

本計画は、学校施設を維持させていくことを前提としたものであり、市全体の財政計画のなかで年次

及び個別の事業費を精査していくとともに、事業の進捗状況や老朽化の状況、少子化等の社会状況を踏

まえた上で、本計画は 10 年ごとに見直しを図るものとする。 
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用語集 

※ 以下、文部科学省「学校施設の長寿命化計画策定に係る手引」を参考に設定。 

 

長寿命化 建物を将来にわたって長く使い続けるため、耐用年数を伸ばすこと。保全建物や設備が完成

してから取り壊すまでの間、その性能や機能を良好な状態に保つほか、社会・経済的に必要とされる性

能・機能を確保し、保持し続けること。保全のための手段として、点検・診断、改修等がある。 

 

予防保全 損傷が軽微である早期段階から、機能・性能の保持・回復を図るために修繕等を行う、予防

的な保全のこと。 

 

事後保全 老朽化による不具合が生じた後に修繕等を行う、事後的な保全のこと。 

 

維持管理 建物や設備の性能や機能を良好な状態に保つほか、社会・経済的に必要とされる性能・機能

を確保し、保持し続けるため、建物や設備の点検・診断を行い、必要に応じて建物の改修や設備の更新

を行うこと。 

 

更新 既存の建物や設備を新しく改めること。建物の場合は、「改築」と同義ととらえてよい。改築老朽

化により構造上危険な状態にあったり、教育上、著しく不適当な状態にあったりする既存の建物を「建

て替える」こと。 

 

改修 改修経年劣化した建物の部分または全体の原状回復を図る工事や、建物の機能・性能を求められ

る水準まで引き上げる工事を行うこと。 

 

修繕 経年劣化した建物の部分を、既存のものと概ね同じ位置に概ね同じ材料、形状、寸法のものを用

いて原状回復を図ること。 

 

長寿命化改修 長寿命化を行うために、物理的な不具合を直し耐久性を高めることに加え、機能や性能

を求められる水準まで引き上げる改修を行うこと。 

 

大規模改修 大規模改造 老朽化の進行している施設について、改修の総費用を抑えるために部位ごと

に改修を行うのではなく、棟ごとに改修を行うこと。 

 

躯体 柱、梁、床等の建物の構造部分のこと。 

 

 

 

 

 


